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Ⅰ�　は�じ�め�に

昨今，日本国内において企業・労働組合を問わ
ず「コミュニケーション強化」が課題視されてい
る 1）。そういった状況に対し，企業や労働組合が
コミュニケーション強化に向けて実施している対
策といえば，目標面接を中心にした企業内のコ
ミュニケーションシステムの強化，レクリエー
ションや懇親の場による日常の職場における会
話・対話の促進，上司あるいは部下のコミュニ
ケーションスキルを向上させるための各種教育訓
練，といったところが一般的である。しかし，そ
こでの議論に欠落しているのは，強化すべきコ
ミュニケーションの内容とはどのような内容であ
るのか，どのような内容が伝達されれば経営側に
とっても働く側にとっても良い状況になるのかと
いう点である。

職場におけるコミュニケーションの目的は何
か。伊丹（1986），Simon（1997）では，集団の計
画を個人に伝達するのは，各個人が何をすべきか
を理解するためであり，その情報を用いてより適
切な意思決定を行わせるためであると言われてい

る。しかしそういったマネジメントのニーズだけ
でなく，労働者自らが担当する仕事に対する理解
を深めることによって，自らの仕事に対する納得
性を高め，モチベーションを高く持って仕事に取
り組むこと，あるいはワーク・ライフ・バランス
の議論のように，自らの人生観，価値観により
マッチした人生を送るために，働き方を選択する
ことなどといった労働者ニーズを考慮した時，コ
ミュニケーションは労使の間における仕事の量・
質，つまり「どんな仕事を，どれくらいの時間を
かけて，どのようなレベルで行う」のかに対する
合意調達の手段とも定義できる。この定義は労働
者側だけでなく，マネジメント側のニーズについ
ても合意調達するものと見ることができるため，
改めてコミュニケーションはマネジメントと労働
者双方のニーズを満たすべく仕事の量・質を調整
し，決定するための手続きであると定義づけるこ
とができる。

Dunlop（1958），石田（2003）によれば，労使関
係研究は労働支出とその反対給付に関する規則の
研究であり，その規則とは「どんな仕事を，どれ
くらいやって，いくらもらうのか」などの労働条
件それ自体を規定した実体的ルール（substantial 
rule）と手続き（procedure）に関するルールとい
う。よって，労使関係研究の方法で仕事の量と質
に関する合意調達の手続きであるコミュニケー
ションの問題を記述し，把握できることが期待さ
れる。コミュニケーションは企業−労働組合とい
う集団同士から，上司−部下間という個人同士に
至るまで様々な関係の中で取り扱われるものであ
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るが，これまでの労使関係研究では集団的な労使
関係が中心に取り扱われてきた。そのため，個人
レベルのコミュニケーション，つまり個人単位の
労使関係における仕事決定の手続きがルールとし
て記述できるかということが労使関係研究の方法
を用いるための課題となる。

そこで本研究は，労使間でのコミュニケーショ
ンを中心とした仕事を決定する上での手続きに関
するルールの全体像を明らかにすることを目的と
し，特に本論文では，集団的な労使関係から個人
レベルの労使関係に至るまでの仕事の量と質の決
定に関する手続きルールのフレームワークを提案
することを目的とする。そういったフレームワー
クを用いて職場における労使関係を記述し，職場
におけるコミュニケーションのニーズと実態を明
らかにすることによって，職場内コミュニケー
ションという問題に対して，企業・労働組合に求
められる役割を明確にしてみたい。

II�　集団的な労使関係と個人レベルの労
使関係

まずここでは，雇用関係の個別化が進んできて
いる（石田・富田・三谷 2009）と言われる中，個
人単位の労使関係上で仕事の量と質を決定する手
続きが先行研究でどのように取り扱われているか
を確認する。

集団的労使関係を背景に，労働組合が仕事決定
に対する経営側への発言や協議等を扱っている研
究は数多く存在する。大河内・氏原・藤田（1959）
は当時の職場における労働組合組織である職場組
織にフォーカスし，職場の労使関係でどのような
問題を解決しているのか，労働組合は職場組織を
使ってどのような課題を吸い上げているのか，と
いう問題意識を持ち，昭和 30 年代の鉄鋼・電鉄・
炭鉱の労働組合の調査を行ったものである。職場
懇談会，職場闘争委員会，職場協議会など様々な
名称が付けられている職場組織の機関にフォーカ
スし，組合としての意思決定における役割，経営
組織との関係，労使関係における位置づけなどに
ついて調査し，明らかにしている。組合員の仕事
決定への影響という面では，配置転換に対する労

働組合の発言，労働時間特に残業に対する発言と
いったものが見られる。

また，仁田（1988）は労働者の経営参加をテー
マに鉄鋼業の労使を事例に，小集団活動・要員合
理化・配置転換・生産構造調整に関する労使協議
について微細にわたるまで記述した研究である。
こちらも組合員の仕事決定に対しては，配置転換
時の発言，経営方針やビジョンに対する発言と
いったものが見られる。

これらは労使関係において確かに仕事に関する
合意調達を行っていることが明らかにされてい
る。しかも，配置転換や労働時間に関する労使協
議においては，集団的な労使関係を背景にしなが
ら一定の発言が行われていることが実証されてい
る。発言の内容には個人の配置転換時の事情や労
働時間に関する苦情などが含まれており，この意
味では個人単位という視点も含まれていると見る
ことができる。しかし，これらはあくまでも集団
的な労使関係における発言や調整であり，個人単
位の労使関係である上司−部下間での様々な調整
を取り扱ったものではない。

中村・石田（2005）ではある程度の個人単位の
自由裁量を委ねられているホワイトカラーの仕事
を「任せながら，任せっぱなしにせず」に経営の
意図する方向に向けるにはどうすればいいかと
いう問題を提起している。そして個々人の意思
決定に影響を及ぼすための方法として，①忠誠心
の醸成・教育訓練・意識高揚によって自発的に決
定させる（任せる），②権威・アドバイスなどに
よって上位での決定に従わせる（任せっ放しにし
ない），③ピア・プレッシャーやチームワークと
いう職場の仲間からの影響によって従わせる，と
いう 3 つの枠組みを提起している。事例では部門
の数値目標をベースとした PDCA サイクルや中
長期的経営目標から演繹される課題などから定例
の会議などを通じて個人の仕事が管理・決定され
ている。

また石田（2003）では，仕事の個別化に焦点を
当てた仕事論において部門業績管理がそのキーに
なる概念となり，部門業績管理から個人単位の有
用労働を進捗確認会議などにおけるサンクション
によって引き出すこと，そして目標面接が部門業
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績管理の個人単位の労使関係における運用として
注目されるという。

後の事例でも触れるが，目標面接や定例の会議
等，個人の仕事を決定づける手続きが事例も含め
て扱われているものの，例えば目標面接は 1 年に
通常 2 〜 3 回程度すなわち目標設定・中間チェッ
ク・成果確認のための面接を行うものであり，そ
れだけで 1 年間を通した日々の仕事の合意が調達
できるとは思えない。定例の会議は例えば週単位
などで行われ，個人の仕事決定に強く影響を及ぼ
していることは間違いないが，いずれも日々の本
当の仕事の量と質を間違いなく決定づける手続き
とは言えない。

Ⅲ　仕事決定の手続きに関するルール

次に，実体的ルールと手続きに関するルール
（手続きルール）についての先行研究を確認し，本
研究で対象とする「仕事の量と質の決定に関する
手続きルール」を明確にする。

Dunlop（1958）によれば，実体的ルールは 3
つに分類され，①報酬（compensation）を規定す
る規則，②労働者に期待される業務（duties）と
成果（performance）およびそれらが達成できな
かったことに対する制裁（discipline）に関する規
則，③職務（job）や職位（position）を定める際
の労働者の義務と権利に関する規則，とある。
また実体的ルールを定める手続き（手続きルール）
は実体的ルールを制定（establishment）する手続
きを定めたものと運用管理（administration）のた
めの手続きに区分される。そしてこれらのルール
の表現のされ方は，①経営側が定める規則・政
策，②労働側が定める規則，③政府機関の発する
法律・裁定等，④経営側と労働側が構築した専門
機関が定める規則及び決定，⑤団体協約，⑥職場
の慣行（customs and traditions），の 6 つが考えら
れるという。

石田（2003），石田・篠原（2010）によれば，実
体的ルールは仕事サイドと報酬サイドで構成さ
れ，仕事サイドの中核的概念は部門業績管理であ
り，仕事総量の個人への配分，そして経営方針に
基づく目標通りに成果を出させる仕組みを記述す

ることが重要であるとしている。これはまさに仕
事決定に関する実体的ルールそのものと言える。

結果，仕事決定に関する実体的ルールは，②労
働者に期待される業務と成果およびそれらが達成
できなかったことに対する制裁に関する規則，が
その対象となり，部門業績管理言い換えると経営
方針に基づく管理（方針管理）の中で，一定のリ
ソースに関する制約条件 2）のもと仕事の総量を
最終的には個々人の仕事の量と質にいかに配分す
るのかを明確にしたものということになる。具体
的には仕事内容，時間外労働も含んだ労働時間，
期待される仕事の品質レベルなどであろう。

次にその実体的ルールを決め，運用管理する手
続きルールについて検討する。実体的ルールは部
門業績管理・方針管理で定まる仕事であるから，
ここでの手続きルールは部門業績管理および方針
管理がその中心となる。具体的には企業や事業場
レベルで定められる 1 年あるいは数年単位の経営
計画がその基本となり，年単位・四半期単位・月
次などの時間軸，あるいは組織内の部門ごとに詳
細化され，一定期間の部門単位あるいは個人単位
の仕事が定められることになる。つまり①の「経
営側が定める規則」がその中心とならざるを得な
い。しかし，労使協議や労使協定によって労働時
間などを定める場合もあり，⑤の団体協約に近
いものも含まれる。さらに個人レベルになれば，

「職場の慣行」も非常に大きなウェイトを占める
ことになると考えられる。このように仕事決定の
ための手続きは，経営計画の立案・詳細化，そし
てその内容を伝える場が中心となるが，労使協議
や職場の慣行までといった広い範囲をルールとし
て認識しなくてはならないことになる。

もう少し具体的に考えてみたい。「手続きルー
ル」は労使の間で合意形成をしている「手続き」
であるわけだから，例えば部門業績管理を行う中
で実施される進捗確認会議や業務連絡会という会
議も，個人ごとに対応すべき仕事が明示的に指
示されることや，会議に関連する暗黙のプレッ
シャーの中で個人の仕事の進め方が変わることな
どもあるため，手続きルールと言える。また目標
面接についても明らかに上司−部下間で例えば 1
年間の仕事の目標について議論し合意するもので
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あり，査定の結果のフィードバック等を行う場合
もある。加えて企業レベルから部門レベルの各種
階層における労使協議も経営方針や生産計画など
について労使で合意をはかるものであり，いずれ
も広い意味で手続きルールということができる。

まとめておく。本研究の対象となる労使関係上
のルールは，（1）具体的な仕事の量と質を定める
実体的ルール，（2）（1）を定めるための経営計画
とその詳細化から職場の慣行までを含む手続き
ルール，となる。その中で特に（2）を記述し，認
識するための枠組みを明確にしていくことが本研
究の課題となる。次節では電機産業 A 社におけ
る（1）（2）の具体的な事例について確認する。

Ⅳ　個人の仕事決定に関する事例

本節では，個人ごとの仕事決定に着目し，年度
毎の経営方針から目標面接制度を通じてどのよう
に仕事が決定しているのか，そこに経営方針はど
のように埋め込まれているのかについての事例を
確認する。また仕事の量を表現している労働時間
が個人ごとにどのような手続きを経て決まってい
るのかという事例にも触れる。

1　経営方針と目標面接による個人の仕事の決定（A
社の事例）

A 社はいわゆるデジタル家電と言われるテレ
ビやデジタルカメラなどの開発・製造・販売を行っ
ており，2011 年 4 月の時点で日本国内に 14 拠点 
を持っている。そのうち 11 拠点は工場を中心と
した拠点であり，3 拠点は事業体のヘッドクォー
タ部門や設計開発部門が中心となった拠点となっ
ている。国内従業員は約 1 万 1500 人で，その半
数以上がヘッドクォータ部門のある拠点に集中し
ている。ここでは A 社における事業計画等の運
営方針の伝達と，上司−部下間で行われる目標面
接制度の事例から個人ごとの仕事がどのように決
定されているかを見てみる。

A 社では通常 4 月に当該年度の事業運営に関
する方針発表会を行う。メイン会場の他各拠点に
衛星中継され，管理職やそれに準じる社員が社長
からの話を聞く。発表後に社内イントラネット上

に内容が公開されるので，一般社員でも内容を知
ることは容易にできる。続いて各ビジネスユニッ
ト・工場などの単位でも方針発表会が行われる。
組織単位が小さくなるほど具体的な数値目標・取
り組みなどが明確に発信され，発表を聞くメン
バーもより全社員に近くなる。イントラネット上
で内容が公開されるのはこれらも同様であり，結
果として自分が所属している組織体の発表内容に
ついては少なくとも Web 上で確認できるように
なっている。また，部門単位の方針も年度や半期
ごとに構成員の中で共有されることが多い。

このように組織規模の大小はあるにしても，組
織としての取り組み方針は共有されている。A
社の企業別組合である A 労組が実施した組合員
アンケート 3）によれば，今年度の職場の目標・
方針を「よく理解している」という回答が全体の
約 67％であり，またそのうち組合員上位層では
80％近くに達している。完全とはいえないがある
程度までは組織目標・方針が徹底されているとい
うことがわかる。

次にこれら組織目標・方針をふまえた形で各人
の目標がどのようにして決定されているかを見て
みる。A 社では統合的なコミュニケーションシ
ステムとして目標管理制度と，コンピテンシー評
価とキャリア開発のための制度の 2 つを運用して
いる。上司−部下間で具体的に仕事の内容を定め
るのは前者の目標管理制度になるので，本事例で
はこの目標管理制度を対象にする。

事務・技術職向けの目標管理制度の帳票に記載
する内容 4）について見てみる。期初面談の際に
帳票に記載する主な内容としては，① 1 年間の組
織目標と自身の目標 5）・役割，②チャレンジ目標
の項目・具体的内容（3 項目），③各項目に対する
役割レベル，④各項目のウェイト，⑤品質・製品
安全向上に向けた実践活動目標，となっている。
中間面談では，⑥目標に対する上期の成果，⑦
チャレンジ目標の変更・追加，を記入する。期末
面談では⑧年間を通したチャレンジ目標に対する
成果，⑨チャレンジ目標の各項目に対する役割レ
ベルの結果，⑩同じく各項目の達成度レベル，⑪
ウェイト（結果），⑫⑤に対する成果，⑬チャレ
ンジ目標以外の成果，を記入し，⑨⑩から導出さ
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れたポイントに⑪を掛け，⑫⑬でのポイントを加
算し「総合評価ポイント」が計算される。実績評
価にはこの総合評価ポイントが利用されることに
なる。

いくつかの項目について詳しく説明する。③は
入社後 3 年程度〜事業場長クラスまでの仕事の役
割レベルを 8 等級に分割し，専門職的役割とマネ
ジメント的役割という観点で業務の難易度を定義
している。チャレンジ目標の各項目に対してこの
役割レベルを本人が設定するが，当然上司との
調整が入る可能性がある。④はチャレンジ目標の
各項目が自己の仕事全体の中でどれくらいのウェ
イトかを全体で 100％になるように配分する。こ
れについても上司との調整が入る可能性がある。
期末面談では，本人が一通り記入することになる
が，⑨⑩⑪については面談時に上司と調整するこ
とになる。もちろん⑧や⑫⑬などに関しても上司
−部下間で認識を合わせるための話し合いが面談
の場で行われることになる。総合評価ポイントは
実績評価（査定）に活用されるわけだが，実績評
価のフィードバックは相対評価を行った結果であ
る 4 段階のフィードバック記号を本人に知らせる
とともにその理由，改善点などを上司から指導す
ることになっている。

個々人が 1 年間で行う仕事は②に集約されてい
る。②は当然ながら①に則ったものであり，①は
年度始めの事業場や部門の方針発表をもとに記入
されることになる。つまり部門方針から個人目標
へ落とし込むプロセスが帳票上で確保されている
ということになる。具体的な②の内容は期初の面
談時に上司−部下間で調整され，決定される。
A 労組が実施した組合員アンケート 6）によれば
41.2％もの組合員が 30 分以上の時間を使って面
談を行ったと回答している。すなわち，面談の時
間の中で個々人のやるべき仕事に対する十分な合
意形成が行われていると見ることができる。

このように 1 年間という期間で仕事を捉えたと
き，個人単位の「どんな仕事をするのか」とい
うことについては目標管理制度によって合意調
達が図られているということができる。しかし，
日々の仕事についてはどうかということを考える
と，目標面接シートを毎日確認しながら仕事をす

ることは考えられない。また限定された合理性
（Williamson 1975）を考慮すると，日々の仕事を 1
年間分見通して詳細に決定することが期初にでき
るはずもなく，日々の仕事の詳細については目標
面接というルールとは別のルールで決められてい
ると考えることができる。

その別のルールであり，日々の仕事に影響を
与えている手続きとして，「進捗会議・業務連絡
会」がある。具体的な事例はここでは取り上げな
いが，それぞれの上司に業務報告をする会議は各
階層・各部門で設定されており，個人あるいは部
門の計画に対する進捗状況や課題を共有化し，問
題があればその対策を決定する場となっている。
末端の業務連絡会でも個人の現状を共有化し，必
要な指示が出される場になっており，結果，個々
人が遂行すべき仕事はこの場で共有されることに
なる。こういった末端の業務連絡会は週に 1 回程
度，あるいは変化の激しい部門においては毎日実
施されることが一般的であるが，時々刻々変化す
る状況に随時対応することはできないため，突発
的業務や発生する課題へのリアルタイムな対応ま
でカバーし切れていないと考えられる。このよう
なリアルタイムの対応の中で発生する仕事につい
て，上司−部下間のマネジメントの中で合意を図
るには，都度のコミュニケーションが重要性を帯
びてくる。

このように，日々の個人の仕事決定の実態を描
くには，目標面接や進捗管理会議だけでは不十分
であり，日常の職場内でのコミュニケーションな
どのような見えにくい手続きがどのように個々の
仕事に影響しているかを把握することが重要であ
ると言える。

2　労働時間の決定

次 に， 労 働 時 間 決 定 の 事 例 を 見 る。 三 吉
（2012）に個人ごとの労働時間が労使間での調整，
協議を経てどのように決まっているのかについて
の詳しい事例がある。ここでは集団的に決まる労
働協約や 36 協定レベルの労働時間規制から始ま
り，時間外労働時間の規制，そして個人ごとの時
間外労働計画の作成などの詳細が報告されてい
る。その事例において，労働時間という実体的
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ルールを決める手続きルールをまとめたものを表
1 に示している。
「適用対象」は実体的ルールの適用対象で，集

団の場合と個人の場合がある。「アクター」は協
議・交渉・調整の主体者であり，個人に適用され
るルールであっても団体レベルでの協議というこ
ともある。①は企業や事業場全体に適用される労
働協約・就業規則で決まる年間の所定労働時間や
休日等，36 協定などであり，労働時間の一番外
の枠を規定するものと位置付けられる。②は企業
と労働組合間で時間外労働や休日労働が発生する
際に協定を行う場合のルールやガイドラインであ
り，集団的に個々人の労働時間の枠を定める。こ
の枠は 36 協定よりは厳しく（時間外労働時間が短
くなるように）設定されており，①よりは個人ご
との実際の労働時間に近い枠となる。③は年間の
時間外労働時間の枠を個人ごとに決めるための手
続きであり，②の枠を超えない計画を上司と部下
の間で決めるものである。ここまで来ると個人ご
との労働時間が見えてくるが，日々の実際の労働
時間とはどうしても乖離が生じることになり，最
終的に④日常の勤務管理の中で労働時間が決まっ
てくることになるという。

ここでも前項と同様に，最終的な労働時間につ
いては日常の職場の中での上司−部下間の調整や
職場の雰囲気などで決まってくるもので，③の個
人別計画で全ての労働時間を見通すことは現実的
ではない。

3　小　括

A 社の事例においては，年度毎の経営方針およ
び方針がブレークダウンされたものが，各組織レ
イヤーの方針発表で全社員に共有されており，目
標面接の帳票で部門ごとの目標から個人目標が演
繹できるような形になっていた。つまり，経営方
針から個人の仕事を決定する仕組みが構築されて
いるということができる。さらに毎週あるいは毎
日行われる業務連絡会，進捗確認会議のような会
議において個人の仕事が具体的に決まってくる。
しかし，日々遂行する仕事をすべて会議で管理す
ることはできず，日常の職場内でのコミュニケー
ションなどで決まることが多い。

三吉（2012）の事例においては，会社−労働組
合での労働時間規制に始まり，いくつかの段階を
経て最終的には上司−部下間で個人ごとの時間外
労働計画が作成されるまで，時間外労働時間に関
する調整が行われていた。しかし，最終的な労働
時間は突発的な業務や職場の雰囲気などに影響さ
れ，時間外労働計画そのものとは異なるものにな
り，日常の勤務管理を行う中で上司が確認するこ
とになる。

以上のように，部門レベルの仕事だけでなく個
人レベルの仕事までが，年度毎の経営方針に基づ
いてその質（具体的に何をするのか）とその量（労
働時間）について労使間の調整によって合意が図
られている。しかし仕事の質・量ともに最終的に
はその計画通りになるわけではなく，日常のコ
ミュニケーションや職場の雰囲気などで決まって

表 1　労働時間に関するルールの分類

適用対象 アクター 手続きルール 実体的ルール 労働時間決定への影響

① 集団 組合−会社 労使協議や労使交渉，
労使委員会など

労働協約（所定労働時
間・休日・有給休暇，短
時間勤務制度など）/ 
36 協定/定時退社日

労働時間の一番外枠を
決定し，以下のルール
の基盤となる

② 個人 組合−会社

時間外労働，休日出勤
などの時間外協定ルー
ルやガイドライン
労働時間に関する労使
協議

個人ごとの時間外労
働・休日出勤協定およ
び計画

集団的に労働時間の枠
を決定するが，枠内で
の労働時間までは決定
できない

③ 個人 個人−上司 業務計画の打ち合わせ
年間・月間の業務目標
に対する時間外労働・
年休計画

合意された計画なの
で，影響は大きくなる

④ 個人 個人−上司 日常の勤務管理 最終的な結果としての
労働時間

最終的な労働時間その
ものとなる

出所：三吉（2012）の一部を筆者修正。
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くる部分もあることがわかった。

V�　労使関係記述のためのフレームワー
ク

前節で見てきた手続きルールを分類するための
軸を考えてみる。一つは表 1 のアクターにも表現
されているように，「集団」レベルの労使関係の
中で仕事決定をするための手続きなのか，「個人」
レベルの労使関係の中で仕事決定をする手続きな
のかという「集団」−「個人」の軸である。前述し
たようにこれまでの労使関係に関する研究の多く
は集団的労使関係を取り扱ってきたが，前述の目
標管理制度のように，上司と部下という個人単位
の労使が面談を行って仕事を決定していくこと
や，個人単位の時間外労働計画を上司−部下間で
調整しながら作成することなど，個人レベルの労
使関係による仕事決定が経営方針をブレークダウ
ンさせる中で展開されている。

もう一つは，「公式」「非公式」の軸である。仕
事に関する合意形成を行っている手続きのうち，
方針発表・目標面接・進捗確認会議などについて
は全て結果・経過が文書として記載され，残され
るものであり，仕事の大枠は少なくともこれらの
手続きで決まっているということができる。しか
しいずれの事例にもあったように，これらの手続
きだけで決まらない仕事や労働時間といった仕事
の量と質が存在する。

そこで，文書や会議の場などで正式に仕事の量

や質が決められる手続きを「公式」の手続きルー
ルとし，そうでないものを「非公式」とする。す
るといずれの事例にもあった会議や労働時間計画
で決めきれない日常の変化に対応する仕事につい
ては「非公式」の手続きで決められると解釈する
ことができる。

このように，手続きルールの属性に「集団−
個人」「公式−非公式」という軸を導入したもの
を，個人単位の労使関係を記述するためのフレー
ムワークとして提案する。すると，個々人の仕事
の量と質の決まり方を明らかにするには，前節の
事例でも示したように，まず「集団」だけでなく

「個人」レベルでの手続きルールに着目すること，
そして「公式」な手続きルールだけでは日々の仕
事の具体的な内容や日々の労働時間までを決めき
ることはできず，「非公式」部分の手続きルール
をどのように解明するのかということが，仕事の
量と質がどのように決まっているのかを解明する
上での課題となる。

1　公式・非公式な手続きルールの具体的内容

「集団−個人」「公式−非公式」という 2 つの軸
を仕事決定の手続きルールのフレームワークに導
入した時，具体的にどのようなものになるのかを
考える。2 軸であるから，「集団・公式」「集団・
非公式」「個人・公式」「個人・非公式」という 4
つの象限が存在することになる。図 1 は集団的−
個人的なレベルを企業レベルから個人レベルまで
としたときに，仕事の量と質を定める手続きルー
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図 1　労働時間に関するルールの分類
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ルがそれぞれどれくらい公式/非公式であり，ど
の象限に当てはまるのかを示したものである。

縦軸は集団−個人の度合いを示しており，最大
の集団レベルを企業レベルとしている。これは仕
事決定という視点では，企業レベルの労使関係以
上の労使関係，つまり産別組合やナショナルセン
ターなどを含める必要はないという判断に基づく
ものである。横軸は公式−非公式の度合いを示し
ており，ここではより文書化・客観化が厳格に進
んでいると考えられるものがより公式であると定
義している。縦横の中央にある破線の上下左右で
第Ⅰ象限から第Ⅳ象限までを分けている。個人と
集団を分けるのはおおよそ一人あるいは数名の範
囲なのか，あるいは何らかの役割・機能をもった
組織（公式に命名されていなくてもよい）であるの
かという点としている。

次に具体的な内容について説明する。まず第Ⅰ
象限（集団的・公式）であるが，いわゆる経営側・
労働組合側での議論はここに分類されることにな
る。仁田（1988）にあるように，集団的な労使協
議も「どんな仕事をどれくらい」するかについて
の合意調達に影響を与えている。また前節の事例
にもあった労使間で行う時間外労働協定は集団的
に「どれくらい」するかを規制し，決定する手続
きと考えられる。

いわゆる労使間の手続きではないが，A 社の
事例にもあった方針発表会は，経営の一方的決定
によって決められたものとはいえ，経営計画・事
業計画を集団的な仕事内容の方向性として伝え，
合意する場面であり，事業全体に対する自らの仕
事の位置づけを理解する上でも重要な手続きであ
る。組織によっては経営計画策定時に労使協議を
行い，労組の意見を聞いたり，内容を変更したり
することもある（連合総研 2007）。加えて大小各
部門単位での進捗確認会議も部門ごとの業務推進
に影響を与える場合もあれば，個人単位の仕事の
内容に影響を与えることもあるため，第Ⅰ象限に
加えて第Ⅳ象限にも分類できる。

また，表 1 の①②に記載した労使で定める 36
協定や労働時間に関する労働協約，そして時間外
労働協定も実体的ルールの適用対象は集団であっ
たり個人であったりするものの，手続きルールと

しては集団レベルでのルールとなるので，第Ⅰ象
限に分類することができる。

第Ⅱ象限（集団的・非公式）も集団的に合意調
達を行うためのルールであるが，非公式であるた
め社是・経営理念・経営スローガンというように
文字としては明文化されているが抽象度の高いも
のや，社風・企業文化・職場風土・組織慣行といっ
たものが考えられる。特に企業風土や経営理念は
長期的に職場風土や慣行に影響を与えることにな
り，組織内のメンバーが折々に様々な判断をする
時の基準となるため，「どんな仕事をどれくらい
やって，いくらもらう」領域全てにおける納得性
つまりは合意調達の結果としての内容に大きな影
響を与えると考えられる。

第Ⅳ象限（個人的・公式）も A 社の事例にあっ
たように，上司−部下間で行われる目標面接や個
人業務計画立案などのように，第Ⅰ象限で決めら
れて伝達・共有された経営方針に基づく部門業績
管理を起点にした個人レベルに対する管理がまず
は当てはまる。個人単位の業務の管理のための連
絡会や進捗確認会議なども同様に含まれる。また
労働時間に関しては表 1 の③（業務計画の打ち合
わせ）がここに当てはまり，業務計画を背景に時
間外労働協定の規制を満たすことを前提に，個人
単位で時間外労働の計画や年休取得計画を定める
プロセスもここに含まれると考えられる。

最後に第Ⅲ象限（個人的・非公式）には個人単
位であり，非公式な手続きルールが当てはまるわ
けだが，上述したようにこれが仕事の量と質を決
定する手続きで最も解明しなくてはならない領域
である。第Ⅱ象限との比較で考えれば，職場の風
土・文化や経営スローガンから派生し，個人の行
動や仕事に影響を与える職場風土や慣行などとい
うことになり，また第Ⅳ象限との比較で考えれ
ば，目標面接や連絡会といった公式の場とは異
なって，日々行われる上司−部下の仕事に関する
コミュニケーションということになる。いずれ
にしても第Ⅲ象限のルールは明文化等をされてい
ないので，例えば賃金表や進捗管理表，目標面
接シートなどの帳票や進捗確認会議や事業計画検
討会議などの議事録のように客観的な事実として
把握することが容易ではない。第Ⅱ象限のルール
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も同様であるため，第Ⅱ象限から第Ⅲ象限へアプ
ローチすることは困難である。第Ⅲ象限のルール
を明らかにするには，客観的事実として押さえら
れる集団的あるいは個人的な公式ルール（第Ⅰ，
Ⅳ象限）からアプローチしていく方が有効である
と考えられる。この第Ⅲ象限へのアプローチ方法
については後に考察を深める。

このように労使関係の中で仕事決定を行うため
の様々な手続きを 4 つの象限に位置付け，今解明
したのはどこの領域の手続きルールであるのか，
まだ解明できていないのはどこの領域なのかとい
うことを明確にすることによって，個別化された
労使関係の中での仕事決定の実態の解明に向けた
ルール・労使関係の研究を今後進めやすくできる
ものと考えられる。

2　個人的・非公式な手続きルールへのアプローチ

前節の A 社の事例では，第Ⅰ象限の手続きに
よって定められた経営方針が部門業績管理を経て
第Ⅳ象限の個人の目標面接の内容に影響を及ぼし
ている，つまり方針が個人の仕事につながる仕組
みができていることがわかった。さらに個人の
日々の詳細な仕事の量と質はどのように決まって
いるのか，日々の労働時間はどのように決まって
いるのかについては，日常の職場でのコミュニ
ケーションや職場の雰囲気によって決まっている
部分もあり，これは第Ⅲ象限の手続きとなる。こ
の第Ⅲ象限の手続きルールは，その定義からも文
書化はされておらず，また正式な場も設定されて
いる訳ではないため，解明するのは非常に困難で
ある。

第Ⅰ象限から第Ⅳ象限を経て決まる仕事は，経
営方針から一本筋の通った内容となっていること
が十分に想定されるため，個々人の労働者に対し
てもその明確さ，納得性は高いものと想定するこ
とができる。しかし，第Ⅲ象限で決まる仕事，あ
るいはそのプロセスは，マネジメントとしてコン
トロールすることが難しい部分であり，労働者側
にとっても経営方針からの一貫性や論理的な整合
性が十分でないこともあり，納得性の確保に問題
が生じる可能性がある。これらのことから，昨今
職場で問題となっているメンタルヘルス，過重労

働，様々なハラスメントなどの問題と第Ⅲ象限の
手続きが何らかの関連を持っており，職場の実感
としてコミュニケーション不足が起こっている根
拠の一つと考えることができる。

またもう一つの視点として，一定以上の裁量度
を持つホワイトカラーの仕事の場合，「任せる」
ことのバランスをマネジメントすることが重要で
あり，「任せる」と「任せっ放し」の中間をコン
トロールするために非公式なルールの重要性が高
いとも言える。「任せる」度合いをマネジメント
するためにも非公式なコミュニケーションのニー
ズが従来よりも高まり，そのニーズに十分に対応
できない従来のしくみに無理が生じてきたという
面もコミュニケーション不足の根拠と考えるこ
とができる。よって，第Ⅲ象限の手続きで何が
起こっているのかということを解明することは，
様々な経営問題・職場問題を解決するための議論
に必要不可欠なことだと言える。

ではどのようにして第Ⅲ象限を解明するのか。
少なくとも第Ⅲ象限で決まる仕事のベースは第Ⅰ
象限，第Ⅳ象限で決められているものであるか
ら，これらの象限の手続きをまずは明確にするこ
とが重要である。従来の労使関係研究は「集団・
公式」な領域をその研究領域としていたが，Ⅱ
で述べたように「個人・公式」の仕事決定に関す
る研究はまだ十分ではなく，その蓄積が必要であ
る。次にそれらの内容を基本として，第Ⅲ象限の
取り組みを「公式化」する。具体的な方法につい
ては今後の研究課題としたいが，職場での日常の
コミュニケーションが具体的な仕事内容とどのよ
うに関連しているのか，様々なレイヤーで時々
刻々発生する方針の変化がどのように仕事に反映
されているのか，などということを紐解くことに
よって，一定の法則・類型というものが見出せる
のではないか。これが第Ⅲ象限の非公式な手続き
ルールを研究レベルで「公式化」して見える形に
することであり，図 1 においては，公式・非公式
を分ける境界線をより左に動かすということにな
る。

一方で規模の小さい企業や規模に適したマネジ
メントの仕組みが充実していない企業などにおい
ては，第Ⅰ，第Ⅳ象限が小さくなり，多くの仕事
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は第Ⅲ象限のような日常のコミュニケーションだ
けで決まってしまうことになっていると考えられ
る。つまり，公式・非公式の境界線が右に位置し
ているということである。この境界線を左に動か
すようにして，納得性の高まる仕組みづくりをす
るということはマネジメント・経営という意味で
も意味のあることではないかと考えられる。

境界線を動かすという意味について労働時間規
制の事例で説明する。第Ⅰ象限や第Ⅳ象限の公式
な手続き，つまり集団レベルの労使が個人の時間
外労働計画について協定を行うことや，上司−部
下間において個人の時間外労働時間計画の内容に
ついて協議するといった取り組みを強化するとい
うことは，公式な手続きで決まる領域を増やすこ
とになるので，公式−非公式の境界線をより左に
動かすということとなる。逆にそれらの取り組み
が弱まると非公式な見えない手続きで決まる部分
が増えることになるので，境界線が右に動き，個
人単位を含めた労使間の仕事決定に対する調整の
基盤が弱くなることにつながると考えることがで
きる。

Ⅵ　お�わ�り�に

昨今の職場におけるコミュニケーション・労働
時間という問題への対処を行うには，職場におけ
る労使関係，特に個人単位の労使関係を正しく捉
える必要がある。そこで個々人の「どんな仕事
を，どれくらいやって，いくらもらうのか」がど
のようにして取引され，合意を得た上で決定され
るのかという手続きルールのフレームワークとし
て，集団的−個人的という視点と公式−非公式と
いう視点を用いた 4 象限のモデルを提起した。こ
れによって個人単位の労使関係をルール的に捉え
ることができ，特に第Ⅲ象限にあたる「個人的・
非公式」な手続きルールが日々の個人の仕事決定
を捉えるために重要であり，今後の研究課題とし
ても第Ⅲ象限を「公式化」し，解明することが大
事であるということを述べてきた。

図 1 に示した仕事決定の手続きルールは，第Ⅱ
象限を除くと全て広い意味で「コミュニケーショ
ン」と呼ばれるものであり，日本企業における仕

事決定の裏側には「コミュニケーション」がしっ
かりと張り付いていることがわかる。これは石
田・富田・三谷（2009）で述べられている日本企
業における仕事決定の特質，つまり分権化・個別
化した調整型市場経済であることと整合している
と言える。全ての手続きルールが「コミュニケー
ション」であることから，企業や労働組合はコ
ミュニケーション強化にあたって，ルール的視点
を持ってどの領域のコミュニケーションに弱みが
あると認識し，それを克服するために何を強化す
るのかを明確にすることが必要であると言える。

労働に関する社会問題が大きな注目を集めてい
る昨今であるが，地に足をつけた議論を行うため
にも個人単位の労使関係という考え方によって企
業社会・労働社会を正しく解明することが重要で
あると思われる。

 1）  トヨタ自動車（2008）など。
 2）  人員の数，能力レベル，投入可能な資金，設備，技術など

といういわゆる経営リソースだけでなく，時間というリソー
スに対する法的あるいは労働協約・就業規則による制約など
も含まれる。

 3）  2008 年 7 月に実施した「労働・経営対策アンケート」で
あり，回答者数 8431 名（組合員の約 85％）であった。

 4）  本事例は 2008 年時点での帳票に記載する項目を記載して
いる。帳票の内容は年度毎に必要があれば見直しされること
になっている。

 5）  ①の目標は 1 行で記述できるような大きな意味での個人目
標であり，②の目標の方がかなり細かく記述されることにな
る。

 6）  同じく「労働・経営対策アンケート」である。
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